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新型コロナウイルス（ＣＯＶＩＤ－１９）感染拡大の影響は、

瞬く間に世界各地に広がり、我が国においても、本年４月７日に

は政府により東京都などに緊急事態宣言が発令され、本年４月１

６日にはその対象区域が全国に拡大されました。 

市民に対しては本年５月６日まで不要不急の外出の自粛が求め

られ、事業者に対しては、一部事業者に対する休業要請、営業時

間の短縮要請等が求められているにもかかわらず、政府による十

分な補償策が発表されているとは言えないなかで、市民や事業者

の皆様のご自身への感染の不安、のみならず生活不安、事業の継

続に対する不安が高まっています。 

そのような中で、①正規雇用・非正規雇用・フリーランスに関

する解雇、賃金不払い、発注の打ち切り、料金の不払いなどの問

題、②学校に行けない児童や生徒らの教育を受ける権利や心身の

健康、休校で働けなくなった保護者の生活保障の問題、③事業者

にあっては、契約不履行、取引の打ち切り、労務問題、資金繰り

といった問題、④医療従事者や感染者への偏見や差別などの多く

の法律問題が発生しており、連日のようにマスコミ報道がなされ

ています。当初、マスコミ報道の中には、弁護士会が、市民の法

的ニーズに応えていないのではないかとの論調も見られたところ

です。 



当会は、緊急事態宣言の下で、感染防止のために、弁護士会館

や法律相談センターでの対面型の法律相談・法的サービスの提供

は自粛せざるを得ない状況にあっても、当会の弁護士は、社会生

活上の医師として、市民の皆様の法律相談のご要望に的確にお応

えするため、電話を中心とした相談者及び弁護士の移動と接触を

伴わない法律相談体制に移行して、引き続き法律相談窓口を運営

しています。 

具体的には、弁護士紹介センター（消費者相談、借金相談、高

齢者・障がい者に関する相談、労働相談、離婚相談、ＤＶ相談、

生活保護相談、外国人相談、刑事・少年事件相談等。現時点では

ウェブまたはＦＡＸ受付（ＦＡＸ ０３－３５８１－０８６５））

において７４１名の相談担当者を登録して相談に応じている他、

子どもの人権１１０番（電話０３－３５０３－０１１０）・民事

介 入 暴 力 被 害 者 救 済 セ ン タ ー （ 電 話 ０ ３ － ３ ５ ８ １ － ３ ３ ０

０）・マンション管理相談窓口（電話０３－３５８１－２２２３）

で市民の皆様からの相談を受け付けています。 

また事業者向けには、中小企業法律支援センター（電話０３－

３５８１－８９７７）において、２７９名以上の相談担当者が登

録されて、相談を受ける体制を整えています。 

さらに本年４月２０日からは日本弁護士連合会の新型コロナウ

イルス法律相談全国統一ダイヤル（電話０５７０－０７３－５６

７）による電話での相談受付が始まっています。この法律相談に

も当会の弁護士が、弁護士紹介センターから２１４名、中小企業

法律支援センターから１０２名参加して、東京都のみならず近県

の相談者の方の相談に応じています。 

当会は、新型コロナウイルスの感染拡大によって、想定を超え、

かつ出口が見えないことによる皆様の不安が、一日も早く解消さ



れ、元通りの生活を取り戻せるように、これからも全力をもって

支援に取り組んでまいります。 

以上 


